


「防災に関してとった措置の概況」及び
「令和８年度の防災に関する計画」

（令和８年版防災白書）

概要

内閣府政策統括官（防災担当）
令和８年６月

防災白書は、「災害対策基本法」に基づき、毎年、国会に報告する法定白書。
昭和38年から作成、今年で64回目。

「国難級の地震・津波」をテーマとして、大規模地震に関する最新の被害想定を踏まえ、
国・地方公共団体による対策等を示した上で、企業・国民に、災害を「自分ごと」として
捉え、主体的に備える行動につなげてもらうことを目的とした特集を掲載
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【特集】 国難級の地震・津波 （メカニズムと被害）

○ 地震・津波のメカニズム

・ 日本列島の周辺には複数のプレートが存在し、プレート

境界付近では岩盤中に大きなひずみが蓄えられるため、

日本では多くの地震が発生

・ 発生の場所や仕方により、「プレート間地震」、「沈み込む

プレート内の地震」、「陸域の浅い地震」、「火山活動に

伴う地震」などに分類

○ 過去の主な地震・津波被害

・ 関東大震災 （T12） → 耐震規定を法令上明記 （T13）

・ 宮城県沖地震 （S53） → 新耐震基準の導入 （S56）

・ 阪神・淡路大震災 （H7） → 耐震診断・耐震改修のための
法整備・支援措置、ボラン
ティア活動環境の整備 （H7～）

・ 東日本大震災 （H23） → プッシュ型支援、広域避難、
指定緊急避難場所等の制度
創設 （H24～）

・ 熊本地震 （H28） → 広域連携体制の強化 （H30）

・ 能登半島地震 （R6） → 被災者支援の充実（福祉
サービスの提供、被災者援護
協力団体登録制度） （R7）

○ 今後想定される大規模地震・津波の被害
規模・様相

◆ 被害想定（被害が最大となるケース）

千島海溝地震 日本海溝地震 首都直下地震 南海トラフ地震

死者数 約10万人
大多数が津波

約19.9万人
大多数が津波

約1.8万人
約７割が火災

約29.8万人
多数が津波

全壊焼失
棟数 約8.4万棟 約22万棟 約40万棟 約235万棟

経済的
被害額 約17兆円 約31兆円 約83兆円 約270兆円

◆ 被害を軽減する防災対策（南海トラフ地震の場合）

津波に対する主な防災対策 強震動に対する主な防災対策 火災に対する主な防災対策
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【特集】 国難級の地震・津波 （国・地方公共団体の主な対策）

○ 大規模地震・津波災害への備え

◆ 大規模地震・津波災害への対策の枠組み

・ 防災基本計画に基づき、指定行政機関・指定公共機関は「防災業務計画」、地方公共

団体は「地域防災計画」を作成

・ 千島海溝地震、日本海溝地震、首都直下地震、南海トラフ地震については、各地震

防災対策に特化した計画を作成

・ 「行政が守る者、国民が守られる者」という考え方から「行政・地域・事業者・国民が

共に災害に立ち向かう」という意識への転換が必要

積雪寒冷下での訓練

緊急災害対策派遣隊

避難所における健康管理

◆ 大規模地震・津波災害に備えた国・地方公共団体の主な対策

・ 行政機能を維持するため、業務継続計画の策定・見直し、庁舎の耐震化、非常用

電源や通信手段の確保、物資備蓄等を推進。行政中枢機能のバックアップ体制整備

の検討を推進

・ 国は、被害の全容把握を待たずに応急対策を行うため、「具体計画」を作成し、

プッシュ型支援の物資の分散備蓄、地方公共団体等と一体となった広域応援体制

の構築を推進

・ 応急活動の支障の防止と帰宅困難者の安全確保のため、一斉帰宅を抑制する一時

滞在施設の確保

・ 災害関連死の防止・被災者の尊厳確保のため、スフィア基準を満たす避難所環境

整備や切れ目なく福祉サービスを提供できる体制構築を推進

・ 個人への啓発活動、地域防災力の強化、NPO等との連携、防災訓練、防災DX、

災害リスク評価等の取組を推進



令和８年版 防災白書 概要 3

【特集】 国難級の地震・津波 （企業の防災対策・一人一人の備え）

◆ 企業に期待する防災対策

・ 事業活動の停滞は、社会経済に影響するため、企業は平時からBCPを整備し、

早期復旧に備えることが重要

・ 地域防災への参画は、社会的信頼の向上、事業継続や従業員の安全確保につな

がり、企業価値を高める取組

・ 事前防災への投資は、被害軽減や復旧期間短縮を通じて社会全体の損失を抑える

とともに、市場創出につながる可能性

・ 災害に強い社会の実現には、企業が持つ多様な技術・サービスが適切に活用され

る環境の整備が重要

◆ 一人一人ができる大規模災害への備え

・ 大規模地震では誰もが被害に直面し得るため、災害を「自分ごと」として捉えて、

「防災を日常に」する取組を進めることが重要

・ 個人が主体的に防災に取り組むことで、被害は大幅に軽減

・ 耐震化、家具の固定、感震ブレーカーの設置、避難経路や避難行動の確認等は、

日常の中で取り組むべき基本的な備え

・ 発災時には、的確な情報収集、津波からの迅速な避難、SNS等によるデマなどの

拡散への注意、一斉帰宅の抑制が重要

六本木ヒルズ５千人、虎ノ門ヒルズ
５．２千人の帰宅困難者受入れ体制
確保（森ビル（株））

災害の一時滞在施設と国民保護の
避難施設のデュアルユース（川崎
アゼリア㈱）
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【第１部】 我が国の災害対策の取組の状況等 （事前防災・災害種別ごとの対策等）

○ 災害対策に関する施策の取組状況

◆ 自助・共助による事前防災と多様な主体の連携

・ 「火山防災の日」啓発イベントの開催

・ 「防災の日」総合防災訓練の実施

・ 防災推進国民大会(ぼうさいこくたい)2025の

新潟県新潟市での開催

・ 「津波防災の日」イベントの実施、

・ 避難生活支援の研修の実施

・ 防災技術の研究開発、実装及び国際展開

◆ 防災体制・災害発生時の対応とその備え

・ 災害対策基本法、災害救助法等の改正

・ 船舶活用医療提供体制の整備の推進（R8.1運用開始）

・ スフィア基準に沿った避難所の生活環境改善、国による

プッシュ型支援、災害対応車両登録制度の運用開始等

・ 防災庁の設置に向けた検討

◆ 災害種別ごとの対策

・ 青森県東方沖地震で初めて北海道・三陸沖後発地震

注意情報を発表

・ 首都直下地震緊急対策推進基本計画の見直し

・ 南海トラフ地震防災対策推進基本計画の見直し

・ 広域降灰対策ガイドラインの公表、富士山噴火動画等

による普及啓発

・ 積雪寒冷地対策、豪雪地帯対策、熱中症対策の計画・

実施

南海トラフ地震を想定した
緊急災害対策本部会議の運営訓練

「津波防災の日」イベントにおける
あかま防災担当大臣開会挨拶

○ 第１次国土強靱化実施中期計画

・ 令和８～12年度の５年間で事業規模20兆円強程度を目途に、防災インフラ整備、ライフライン強靱化、デジタル技術

活用、官民連携、地域防災力強化を柱に取組を推進
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【第１部】 我が国の災害対策の取組の状況等 （令和７年度の主な災害等）

◆ 国際防災協力

・ 「アジア太平洋防災閣僚級会議」の開催、仙台防災

枠組の更なる推進

・ 国際復興支援プラットフォーム（IRP）の活動支援

・ 日ASEAN防災閣僚級会合やG20防災閣僚級会合

を通じた国際連携

◆ 国土強靱化の推進

・ 第１次国土強靱化実施中期計画の策定等

○ 令和７年度に発生した主な災害

・ トカラ列島近海を震源とする地震

・ カムチャツカ半島東方沖の地震に伴う津波

・ 令和７年８月５日から９月21日までの間の豪雨及び

暴風雨による災害

・ 令和７年台風第22号及び第23号による災害

・ 大分県大分市の大規模火災

・ 令和７年青森県東方沖を震源とする地震による災害

・ 令和８年１月21日からの大雪による災害

令和８年度の防災に関する計画

・ 科学技術の研究

・ 災害予防

・ 国土保全

・ 災害復旧等

・ 国際防災協力

・ 防災庁の設置・運営

令和６年度において防災に関してとった措置の概況

・ 法令の整備等

・ 科学技術の研究

・ 災害予防

【第３部】【第２部】

・ 国土保全

・ 災害復旧等

・ 国際防災協力

○ 原子力災害に係る施策の取組状況

・ 原子力防災体制の充実・強化

・ 原子力規制委員会における原子力災害対策

・ 令和７年度原子力総合防災訓練の実施




